










（ 続紙 １ ）                             
京都大学 博士（ 法   学 ） 氏名 李     春 
論文題目 
相殺の担保的機能に関する比較研究  



































































（続紙 ２ ）                            
 
（論文審査の結果の要旨） 
 
本論文は、差押えと相殺の優劣、債権譲渡と相殺の優劣並びに期限の利益喪失特
約の差押債権者に対する効力が問題となる局面で、相殺の担保的機能がどのように
働き、どのような内容の準則へと展開しているのかについて、日本・韓国・中国の3
国における学説・実務、さらには立法の動きを比較・検討し、相殺権の意義と限界
について適切と考えられる理論枠組みを提示したものである。 
 本論文の学術的意義は、とりわけ、以下の点に認められる。 
 第一に、わが国では、相殺の担保的機能に関して、ドイツ法・フランス法との比
較研究は存在しているが、韓国法・中国法との比較研究は、制度紹介のレベルのも
のすら存在していない状況にある。そうした中で、本論文は、韓国の嶺南大学校法
科大学及び本研究科において蓄積した研究の成果を活かし、また、母国語である中
国語のみならず、日本語・韓国語に関する卓越した語学力を基礎に、日本・韓国・
中国における学説・実務の状況を細密に整理・分析し、理論面からの検討を加えた
点で、この分野における東アジア法の比較研究として、他の追随を許さないものと
なっている。とりわけ、日本法と韓国法を比較した部分は、韓国への日本民法学説
の継受とその独自の変容過程を明らかにした点で、学説史研究として極めて高い価
値を有する。 
 第二に、わが国では、今日、相殺の担保的機能に関して無制限説が判例によって
採用され、さらに、この立場を基礎に据えて相殺権をさらに拡張する考え方が民法
改正法案に採用されているところから、無制限説の枠組みが現代社会に唯一適合的
であるようにみられる風潮がある。そのような中で、本論文は、①わが国の現行民
法と同じ内容の規定を有し、かつ、日本の民法学説を継受した韓国において、判例
が制限説を採用し、そのうえで、同時履行関係ないし牽連関係にある債権債務間で
の相殺を許容する例外準則を立てることによって制限説を補充する考え方を採用し
ている状況を詳細に示し、また、②預金の法的性質をどのように理解するかという
点及び預金に対する執行の場面で銀行の公共的性格を強調する点で、日韓両国と異
なる道を歩む中国法の状況を詳細に示し、相互に比較対照することを通じて、相殺
の担保的機能に関するわが国の民法理論を相対化し、批判的に検証するための理論
的基礎を与えており、わが国の相殺理論の発展への寄与という点でも、価値の高い
ものとなっている。 
 以上の理由により、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しいものであ
り、かつ、民法学界の発展に資するところが大きく、特に優れた研究であると認め
られる。 
また、平成28年2月1日に調査委員3名が論文内容とそれに関連した試問を行った結
果合格と認めた。 
なお、本論文は、京都大学学位規程第14条第2項に該当するものと判断し、公表に
際しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認める。 
